
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成２４年 ５月１５日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）：日本の食料の安定的な供給のためには、食料自給を目指すのではなく、

一定量の輸入に依存すべきであることが東南アジアや中東の事例から明らかとなった。農林水

産省が採用しているカロリーベースの食料自給率指標の不適切さも解明できた。日本の食の安

全を確立するためには、検疫制度や農地制度を抜本的に改革する必要があることも明らかとな

った。 

 
研究成果の概要（英文）：The stable supply of food in Japan will be achieved not by 

self-sufficiency but dependence on import from the cases in Southeast Asia and Middle 

East.  The food self-sufficiency rates based on calorie estimated by the Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fishery is not appropriate for the stable supply.  In order to 

establish the safety in Japanese food, both the quarantine system and the farm land 

ownership are necessarily reformed. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 農林水産省の用いている食料自給率概
念が国際経済学における「自給」、「国産」と
どのように関連するのかという疑問が補助
事業者の間で共有されていた。 
(2) 牛肉産地偽装、米の産地偽装、その他
の食料の安全性や農業者のモラルが問われ
る事件があり、食の安全とは何かを解明する
という社会的要請があった。 

２．研究の目的 

(1) 農林水産省の用いているカロリーベー
スの食料自給率概念が日本の食料の安定供
給に寄与するものであるか確認し、模試不適
切であれば代替的な概念を提示する。 
(2) 食料、とくに日本で主食と位置付けら
れるコメについて、その輸出国である東南ア
ジア諸国と、食料をほぼ完全に輸入に依存し
ている中東の食料安全保障政策を比較検討
することによって、日本にとっての含意を得
る。 
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(3) 食の安全に関して、工学的な観点から
農地制度や検疫制度に関する政策提言を探
る。 

３．研究の方法 

(1) 食料自給率概念については、投入産出
分析によって、理論的にも実証的にもその妥
当性を検討する。 
(2) 食料安全保障政策の各国間比較などに
ついては、地域研究的な手法で経済のみなら
ず政治、社会、さらには自然環境などを考慮
して、総合的にアプローチする。 
(3) 食の安全に関しては、制度的な問題は
法学の手法に基づき、歴史的に、また各国別
で地理的に比較する方法でアプローチする。
同時に、国際貿易理論、公共経済学の分析用
具を適用して、食の安全性に関する、検疫制
度を含めた規制の是非を論じる。 
４．研究成果 

(1) 本研究では、各国のマクロ経済が相互依

存の度合いを高めることをグローバリゼーシ

ョンととらえ、それが進展する中で食料・農

業貿易がどのように変化するか、食料・農業

分野での直接投資などの企業活動の国際的展

開がどのように進展するかを分析した。これ

は、研究代表者である吉野の環太平洋経済連

携(TPP)や自由貿易協定(FTA)を巡る論稿にま

とめられた。また、産業連関分析を用いて、

藤川、渡邉が取り組んだ、自給と国産概念に

ついてのいくつかの試算は日本の農林水産省

が公表しているカロリーベースの自給率が食

料の安定的供給を論じるには不適切であるこ

とを明らかにした。 

 秋吉の研究は、土地制度から農業を論じる

もので、工学的な意味での食の安全を確保す

る条件を明示した。政策という立場からは農

地制度の見直しを提言するものであり、諸外

国の事例をもとに、代替的な選択肢を示した

。木村の研究は農業貿易に理論的にアプロー

チすることで、静学的な安定供給の条件を導

こうとするものであった。研究分担者の立花

亨は、サウジアラビアなどの自然条件から食

料をほぼ全量輸入に依存する国の農業政策を

通じて、食料需給予測がどのように行われて

いるかを探ることを目的としていた。 

 それぞれに研究成果を出したが、農業貿易

への理論的な分析、食料需給予測については

、まだ十分な成果が出たとはいえない状況で

ある。一方で、一般市民向けの成果報告会を

東京、名古屋、四日市の3都市で開催、多くの

聴衆を集めた。研究成果に反映された議論も

多く、成果が上がった。 

(2) 食料自給率については、農林水産省が
推計しているカロリーベースの指標が日本
独自のものであり、グローバル・スタンダー
ドの基づいた指標を用いない限り、食料の輸

入規制を行う論拠として、食料輸出国を納得
させえないことが明らかになった。グローバ
ル・スタンダードに基づく食料自給率として
は、いくつかの代替的なものが考えられるが、
少なくともカロリーベースの自給率概念は
用いるべきではない。そのうえで、最適自給
率概念を提示し、その実現を目指すのが、グ
ローバリゼーション下の食の安全を確立す
る上で必要不可欠であることを明らかにし
た。 

(3) 秋吉の研究は、土地制度から農業を論じ

るもので、工学的な意味での食の安全を確保

する条件を明示した。政策という立場からは

農地制度の見直しを提言するものであり、諸

外国の事例をもとに、代替的な選択肢を示し

た。 

日本における農地の有効利用が滞っている

現状を鑑みると、土地公有制もまた政策選択

肢の一つである。土地公有制の例としては、

中国の人民公社や旧ソ連の集団農場などもあ

るが、農業者を束縛せずに制度変更すれば、

土地利用が効率化される可能性がある。 

しかし、一方で、農業者を公務員として再

組織するというアイデアも提出された。これ

らは、経済学というよりも工学的な発想から

生まれたものであり、今後さらなる分析が必

要である。 

(4) 木村の研究は農業貿易に理論的にアプ

ローチすることで、静学的な安定供給の条件

を導こうとするものであった。国土の効率的

な利用という観点から、対内直接投資を全国

的に分散させる施策を考案したが、その経済

効果は比較的限定的なものであった。それを

賃金水準への影響から分析した。 

農業に関する含意は、リカードの差額地代

説以来の伝統的なものだが、農地のもつ生産

性を反映した生産立地を実現するというもの

である。 

 農業に向かないサウジアラビアが小麦の輸

出国となり、その後環境制約によって農業が

衰退、比較優位構造に従って農産品の純輸入

国となった事例が立花によって研究されたが

、国内と世界の違いはあれ、農業の最適立地

にかかわる伝統的な政策的主張が支持された

形となった。 

日本が、中東諸国のように、食料のほとん

どを輸入に依存する必要はないが、それもま

た完全な自給（自給率100％）の対極にある状

態として研究されねばならない。そのひとつ

の例をサウジアラビアに取った。 

（5）今回の研究成果のユニークな点は、研究

成果を学界にとどめることなく、広く一般社

会に還元したところにある。これは、日本マ

クロエンジニアリング学会の伝統である。 



 

 

 研究に参加したメンバーの知見を集めて、

単著『食料自給率という幻』を茂木が刊行し

た。単著とはなっているが、それぞれベース

となった論文があり、それらは、この研究メ

ンバーによって著されている。この点につい

ては、この書物のはしがきに明記されている

。 

また、一般市民向けの成果報告会を東京、

名古屋、四日市の3都市で開催、多くの聴衆を

集めた。研究成果に反映された議論も多く、

成果が上がった。 
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